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第１号様式（第３関係）

神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅選定申請書
            年  月  日

        神奈川県知事                    殿

                                          管理者　所在地

                                                  名  称                   

神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第８第１項の規定による　　  年度高齢者向け優良賃貸住宅の選定を受けたいので関係書類を添えて申請します。

	建設地（市町村別）


	申請戸数


	団  地  数


	備   考



	
	
	
	

	合    計


	
	
	

	※

備        考


	



        注  ※印のある欄には、記入しないでください。

第２号様式（第４関係）

                                                                        住計第 　　　   号

                                                                        　　     年  月  日

  申請者

    住所又は所在地

    氏名又は名称　

                                              神奈川県知事

            高齢者向け優良賃貸住宅供給計画認定書
   高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成１０年４月８日建設省住宅備発第３９号。以下「高優賃制度要綱」という。）第３第１項及び神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱（以下「要綱」いう。）第９第１項の規定に基づき、　　  年  月  日付けで申請のありました供給計画について、高優賃制度要綱第４及び要綱第９条第２項の規定に基づき下記のとおり認定します。
	認定事業者名


	賃貸住宅の位置


	戸   数



	
	
	


第２号様式別紙（第４関係）
                                                                        住計第 　　　   号

                                                                        　　     年  月  日

    　　　　　市町村長　殿

            　　　　　　　　　                              神奈川県知事

高齢者優良賃貸住宅供給計画認定通知書
      高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成１０年４月８日建設省住備発第３９号）第５及び神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第９第３項の規定に基づき、別紙のとおり供給計画の認定を行いましたので通知します。

第３号様式（第５関係）

供　　給　　計　　画　　変　　更　　届　　出　　書
      　　  年  月  日

      神奈川県知事                  殿

                                        　　認定事業者

                                            住所又は所在地

                                    氏名又は名称　                       
   神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第１０の規定により、次のとおり届け出ます。

	 供給計画認定の年月日及び認定番号


	 　　    年    月    日       　　   第          号



	 　高齢者向け優良賃貸住宅の名称


	

	 　高齢者向け優良賃貸住宅の所在地


	

	供  給  計  画  認  定  の  変  更  概  要



	変更前の内容


	変更後の内容



	
	


第４号様式（第６関係）

                                                                        住計第 　　　   号

                                                                        　　     年  月  日

      認定事業者・管理者

        住所又は所在地

        氏名又は名称　              様
                                           　　　　     神奈川県知事

　　  年度神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅に係る事業採択決定通知書

      本県の高齢者向け優良賃貸住宅事業の推進につきましては、日頃格別の御協力をいただき厚くお礼申し上げます。
      あなたの計画されている下記住宅団地については、 　  年  月  日付け住計第    　号で選定しておりますが、　　  年度の高齢者向け優良賃貸住宅建設費助成事業　　として事業採択を決定しましたので、神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業　　制度実施要領第６第１項の規定により通知します。
	土地所有者等名


	賃  貸  住  宅  の  位  置


	戸      数



	
	
	


第５号様式（第７第１項関係）

認定計画の遵守等に関する協定書
  神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅の認定事業者を甲とし、管理者を乙として、甲が高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成１０年４月８日建設省住備発第３９号以下「高優賃制度要綱」という。）第４に基づく供給計画（以下「供給計画」という。）の認定を神奈川県知事（以下「知事」という。横浜市及び川崎市の区域においては当該市長)より受けて所有する住宅について、乙は甲からこの管理を受託（借上）し、管理に関する業務を行うこととして、その実施の方法等について、次のとおり協定を締結する。
（神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅）

   第１条  甲が建設し、神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業対象基準に適合する賃貸住宅で、知事の認定を受けた供給計画（以下「認定計画」という。）に基づき乙が20年間その管理受託（借上）し神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅として供給する住宅をいう。

 （住宅の提供）

   第２条  甲は、乙に対し、甲の所有する下記物件（以下「物件」という。）を神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅として供給する。

        （物件）

          名    称

          所 在 地

          構    造

          戸    数

          附帯施設

   （物件の活用）

  　 第３条  乙は、物件を第１条に規定する神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅として、神奈川県（以下「県」という。）が定めた神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱（以下「要綱」という。）に基づき活用する。
   （建設等に要する費用）

     第４条  甲は、建設する神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅が、要綱等に定める一定の要件を満たしたときは、甲が行う物件の建設等に要する費用の一部を県から助成を受けることができるものとする。
     ２ 甲は、前項の事務手続きに関しては、乙を経由するものとする。

     ３ 甲は、第１項による補助金に関し、虚偽申請、法令違反等が判明したときは、受領済の補助金の全額又は一部を県に返還しなければならない。

    （管理業務に係る契約の締結）

     第５条  甲及び乙は、神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅の竣工後、乙が定める管理開始期間から20年を期間とする管理業務に係る契約を別に締結するものとする。

     ２ 乙は、前項に規定する契約締結期間前に、甲との協議により、次に掲げる事項の業務について、あらかじめ行うことができるものとし、これらに係る建設業務の経費については、甲及び乙で別に定めることができるものとする。

      　・供給計画の認定申請、設計及び建設の指導助言並びに審査業務

      　・住宅金融公庫又は農地所有者等賃貸住宅建設融資利子補給（以下「公庫等」という。）から、神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅の建設資金（以下「公庫借入金」という。）の借入に関する業務

　　　　・要綱第14に規定する建設等に要する費用の補助に関する業務

      　・入居者の募集及び選定に関する業務

      ３ 甲は、第１項に基づく契約の期間中は、乙及び県との協議なくして当該契約の当事者としての地位を他に譲渡又は承継させてはならない。
     （管理業務）

       第６条  乙が行う管理に係る業務は次の各号に掲げる事項とし、細目その他の事項については、前条第１項で締結する管理業務に係る契約において定めるものとする。

       (1) 入居者の募集及び選定に関すること。ただし、乙が神奈川県住宅供給公社以外の場合には、入居者の選定業務を除くものとする

       (2) 入居者との賃貸借契約の締結及び更新に関すること

       (3) 家賃、共益費、敷金の収納、督促及び精算に関すること（未収金の督促及び収納を含む）

       (4) 入退去手続きに関すること。ただし、法的な退去手続き（明け渡し訴訟等）は甲の処理事項とする

       (5) 物件の維持及び修繕に関すること（共益費又は入居者負担により行うものに限る）

       (6) 入居者の家賃減額のための補助金の申請、請求及び受領に関すること

       (7) その他物件の管理に必要な諸事項
     （物件の維持・修繕）

        第７条  甲は、前条第５号に規定するものを除き、その費用負担により物件の維持・修繕を別表の基準に基づき行うものとする。
        ２ 甲は、前項に定める物件の維持・修繕に関する業務を乙に委託することができる。

     （業務の再委託）

        第８条  乙は、甲から前条第２項により委託を受けた業務の一部を適当な第三者に委託することができる。
     （家賃の決定及び変更）

        第９条  甲及び乙は、家賃の決定については、入居者の募集開始前までに、高優賃制度要綱で定める家賃限度額の範囲内で、近傍同種の賃貸住宅の家賃額と均衡を図り、又は不動産鑑定士に賃料の比準をもとめる等適切な方法により定めるものとする。

２ 甲及び乙は、前項で定めた家賃の額を決定する場合は、要綱第18の規定に基づき、県の承認を得なければならない。

      ３ 甲は、前項の事務手続きに関しては、乙を経由するものとする。

      ４ 前三項の規定は、家賃の額を変更する場合に準用する。

     （家賃の減額）

第10条  甲は、入居者の居住の安定のため、家賃と知事が定める入居者負担額との差額を当該家賃から減額する。

２ 前項の規定により甲が家賃の減額を行った場合においては、その減額に要する費用を県から補助を受けることができるものとする。
     （賃貸借契約の締結）

        第11条  甲は、入居者との賃貸借契約を締結するに当たっては、県の指定する様式を参考として賃貸借契約書を作成し、その内容について乙の承認を得るものとする。

     （管理経費）

       第12条  乙が行う第６条（同条第１項を除く）に規定する管理業務に要する経費（以下「管理経費」という。）は、家賃の原則として　％以下とし、その率を　乗じた額に所定の消費税を加えた合計額を甲が負担するものとする。

     （敷金）

       第13条  乙が入居者から徴収する敷金は、第10条に規定する家賃（家賃変更を行った場合には、変更後の家賃）の３か月分とし、乙が甲に代わり保管し、この場合にあって利子は付さないも

          のとする。

     （共益費）

        第14条  乙は、入居者から徴収した共益費については、乙が収納し、管理及び経費支出並びに精算するものとする。

     （用途の廃止）

      第15条  甲は、次の各号の一に該当する場合においては、乙及び県と協議のうえ、神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅としての用途を廃止することができるものとする。

       　　(1) 本協定に基づく物件の賃貸借契約の期間が満了したとき

      　　 (2) 災害、老朽化等により引き続き物件を維持管理することが不適当となったとき

       　　(3) 都市計画事業を施行する必要があるとき

      　　 (4) その他やむを得ない事情があるとき

      （協定の期間）

       第16条  この協定の期間は、協定締結の日から第５条に規定する管理業務に係る契約満了の日までとする。

        （協定の解除）

        第17条  甲又は乙は、相手方がこの協定の履行を怠り、催告の後もなお改善されないときは、この協定を解除できるものとする。

        （物件の返還・地位の承継）

        第18条  この協定の満了、終了又は解除のときは、乙は物件を現状有姿により甲に返還し、住宅に継続して居住者がいる場合には、甲に対して乙との間の第６条に規定する管理業務に係る契約に基づく業務を承継させるものとする。

        （信義誠実）

        第19条  甲又は乙は、この協定に定めのない事項が生じたときは、互いに信義を重んじ、誠実にこの協定を履行しなければならない。

        （雑則）

        第20条  この協定の解釈等に関し疑義が生じたときは、甲乙間で協議するものとする。

     　　　    年    月    日

                  認定事業者   甲  住所又は所在地

                                       氏名又は名称　               　      印

                 管理者　   乙   所在地

                                 名  称                              印
別  表

	修  繕  項  目


	修  繕  区  分


	修繕時期 (築後年数)



	部    位


	部                    材


	
	

	 屋      根


	 露出アスファルト防水

 アスファルト防水

 瓦葺屋根(・石綿セメント瓦葺)・

	 かぶせ工法又は取替

 かぶせ工法又は取替

 補修

 補修


	 10～14年

 20年(・かぶせ工法次回12年)

 30年

 10～14年



	 外      壁


	 モルタル塗り

 タイル張り

 コンクリート打放し

 ＰＣ・ＨＰＣ目地防水


	 補修・塗替

 補修

 補修・塗替

 補修


	 ９～15年

 ９～15年

 ９～15年

 ９～15年



	 天      井


	 モルタル塗り

 コンクリート打放し


	 補修・塗替

 塗替


	 10～14年

 10～14年



	床


	 モルタル塗り

 タイル張り

 張り床


	 補修・塗替

 補修・取替

 取替


	 10～15年

 16～21年

 19～21年



	 バルコニー


	 防水


	 改善


	 ８～14年



	 外部金物


	 鉄製


	 塗替


	 ３～６年



	 外部建具


	 鉄製


	 塗替


	 ３～６年



	 電気設備


	 引込開閉機

 主開閉機

 共用分電盤

 照明器具(・屋外共用灯)

 照明器具(・屋内共用灯)

 制御盤


	 取替

 取替

 補修

 取替

 取替

 補修


	 16～20年

 16～20年

 16～20年

 10～14年

 15～18年

 13～17年



	 ＴＶ受信

 設      備


	 共聴設備(・アンテナ)

 ブースター

 共聴機器

 同軸ケーブル


	 取替

 取替

 取替

 取替


	 ９～11年

 10～13年

 16～20年

 16～20年



	 給水設備


	 コンクリート水槽

 鋼製水槽

 ＦＲＰ水槽

 給水ポンプ

 各戸量水器

 屋外給水管

 屋内給水管


	 補修・塗替

 補修・塗替

 取替

 補修・取替

 取替

 取替

 取替


	 ９～11年

 ５～８年

 23～29年

 ６～９年 (オーバーホール)

 12～17年 (取替)

 ８～９年

 12～20年

 12～20年



	 汚水設備


	 汚水ポンプ

 汚水処理場機械装置

 雑排水共用竪管

 雑排専用管

 屋内汚水管


	 補修・取替

 補修・取替

 取替

 取替

 取替


	 ３～４年 (オーバーホール)

 ９～10年 (取替)

 ５～７年 (オーバーホール)

 11～13年 (取替)

 16～24年

 16～24年

 16～24年




	修  繕  項  目


	修  繕  区  分


	修繕時期 (築後年数)




	部    位


	部                    材


	
	

	 ガス設備


	 屋内ガス管

 屋外ガス管


	 取替

 取替


	 30年

 19～21年



	 ＥＶ設備


	 エレベーター


	 取替


	 30年



	 消防設備


	 消火ポンプ

 屋内消火栓配管

 警報装置


	 補修・取替

 取替

 取替


	 ６～９年 (オーバーホール)

 12～18年 (取替)

 30年

 24年



	 土木・・造園


	 遊戯施設

 道路街渠

 屋外汚水管

 屋外雨水管


	 補修

 補修

 取替

 取替


	 12～17年

 16～24年

 24年

 30年



	 その他


	 集合郵便受箱


	 取替


	 17～23年




第６号様式（第８第１項関係）

神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅地位承継承認申請書

    　　  年  月  日

    神奈川県知事                  殿

　                                          申請者

                                            住所又は所在地

                                          　氏名又は名称　              
   神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第13の規定により、下記のとおり申請します。

	供給計画認定の年月日及び認定番号


	

	高齢者向け優良賃貸住宅の名称


	

	   高齢者向け優良賃貸住宅の所在地    　


	

	 　認定事業者の氏名又は名称    　


	

	 　認定事業者の住所又は所在地  　


	

	 　地位承継の原因              　


	

	 　地位承継の原因発生年月日    　


	

	備            考


	


第７号様式（第８第２項関係）

                                                                        住計第 　　　   号

                                                                        　　     年  月  日

  申請者

    住所又は所在地

    氏名又は名称　　              様

                                            　　　　神奈川県知事

認定事業者地位承継承認書
          年  月  日付けで申請のありました認定事業者の地位承継については、高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成１０年４月８日建設省住備発第３９号）第８及び神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第13の規定に基づき、下記の条件をつけて承認します。
    （承認の条件）

         年  月  日付けをもって認定した供給計画に従って、高齢者向け優良賃貸住宅の建設及び管理を行うこと。

第８号様式（第８第３項関係）

                                                                            住計第 　　　   号

                                                                            　　     年  月  日

      管理者                殿

                                     　　　　　　　　　   神奈川県知事

認定事業者の地位の承継承認通知書
     　　  年  月  日付けで申請のありました認定事業者の地位承継については、高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成１０年４月８日建設省住備発第３９号。）第８及び神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第13の規定に基づき、下記の条件をつけて承認しましたので、通知します。
    （承認の条件）

    　　　  年  月  日付けをもって認定した供給計画に従って、高齢者向け優良賃貸住宅の建設及び管理を行うこと。

                                    　　　

第９号様式（第９関係）

管理委託契約書
(1) 委託対象の建物

	名  称
	

	所在地
	

	建て方


	
	構  造


	
	 建築工事完了日

	
	
	
	
	  年  月   日

	
	
	
	   地上    階建（地下  階）


	

	
	
	 戸　数


	                         戸


	

	面  積


	   敷地面積


	                                   ・



	
	   建築面積


	                                   ・



	
	   延床面積


	                                   ・



	施設等

の概要


	  ガ      ス

  上  水  道

  下  水  道
	   有（都市ガス・プロパンガス）・  無

   水道本管より直結  ・受水槽・井戸水

   公共下水道・浄化槽

	
	駐  車  場

自転車置場

物      置

専  用  庭
	

	 ＊  本件建物の概要は、別添○○参照

 ＊  本件建物は、高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（以下、「高優賃制度要綱」という。）第４の規定に基づき神奈川県知事（横浜市長及び川崎市長を含む）の認定を受けた住宅であり、

 　　別紙供給計画に従い、供給されるものである。


(2) 契約期間

	始      期


	　　　  　  年      月      日から


	                       年



	終      期


	　  年      月      日まで


	 年


(3) 賃料、共益費等

	支  払  期  限
	支      払      方      法

	 当月分を

 翌月  日(末日)まで

	   振替先金融機関：

   預          金：            普通    ・  当座

   口  座  番  号：

 　　口座名義人　：




(4) 委託費用

	 ①委託費用

 （②の費用を除く。）

	                                           円／月

       （うち消費税額                      円／月）



	
	支払期限


	           当月分・翌月分を毎月    日まで



	
	支払方法


	   振替先金融機関：

   預          金：            普通    ・  当座

   口  座  番  号：

   　口座名義人　：



	 ②第３条第一号及び

   第二号に定める業

   務に係る委託費用

	 １契約当たり      円（うち消費税額      円）

   ただし、更新の場合は１契約当たり

                 円（うち消費税額        円）

	住戸番号



	
	
	

	
	 １契約当たり      円（うち消費税額      円）

   ただし、更新の場合は１契約当たり

                 円（うち消費税額        円）

	住戸番号



	
	
	

	
	 １契約当たり      円（うち消費税額      円）

   ただし、更新の場合は１契約当たり

                 円（うち消費税額        円）

	住戸番号



	
	
	

	
	支払期限


	

	
	支払方法


	   ①の費用と同じ




  別表１（第３条第六号関係）

	項        目


	業          務          内            容


	備          考



	修  繕  業  務


	   修繕費用負担の調整
	

	
	   修繕工事の見積り・手配・工事立ち会い
	

	
	   修繕代金の支払い・精算
	

	
	
	

	
	
	

	明け渡し関係業務


	明け渡し時の立ち会い
	

	
	住戸部分の点検
	

	
	現状回復費用負担の調整
	

	
	現状回復工事の見積り・手配・工事立ち会い
	

	
	現状回復工事の代金の支払い・精算
	

	
	敷金の精算
	

	
	
	

	
	
	

	点  検  業  務


	 　共用部分の点検
	

	
	 　設備点検
	

	
	 　設備異常時の応急措置
	

	
	
	

	
	
	

	清  掃  業  務


	 　日常清掃
	

	
	 　定期清掃
	

	
	
	

	
	
	

	そ    の    他


	 　苦情処理


	

	
	
	

	
	
	


	 　下記委託者（甲）と受託者（乙）は、本物件について上記のとおり管理委託契約を締結したことを証するため、本契約書２通を作成し、記名押印の上、各自１通を保有する。

                   年    月    日

   委託者（甲）住所

氏名                                                    印

   受託者（乙）所在地

名称及び代表者名                                        印




第９号様式別表１  管理者が行う管理業務

	業    務    区    分
	業      務      内        容

	 (1) 入居者の募集及び選定

     に関すること


	 ・広告宣伝  ・応募書類の整理

 ・入居者の募集・受付と応募状況管理

 ・入居者抽選・決定と保証人の選定（管理者が公的機関の場合）



	 (2) 賃貸借契約の締結及び

更新に関すること


	 ・賃貸借契約の締結代行      ・契約書類の整理、保管

 ・契約満了の通知            ・家賃の改定手続き

 ・契約の更新、折衝



	 (3) 家賃・敷金等の収納及

     び精算に関すること


	 ・家賃、共益費、使用料、敷金の収納、整理

 ・未収金の督促、収納義務    ・収納明細書報告



	 (4) 共益費の収納及び精算


	 ・共益費の収納、整理  ・未収金の督促、収納業務

 ・収納の明細報告書作成



	 (5) 入退去手続きに関する

     こと


	 ・解約受付    ・再募集  ・退去立会い点検

 ・敷金の精算  ・退去による修繕



	 (6) 住宅の維持及び修繕に

     関すること


	   内          部

 （入居者の責任負担）


	 ・畳の表替え、裏返し等の修繕

 ・障子、襖の張り替え

 ・硝子の取り替え

 ・内壁の張り替え及び塗り替え

 ・住宅の鍵、電器のスイッチ、コンセント

   水栓その他住宅内部の小修繕

 ・厨房、居室、風呂、トイレの清掃

 ・その他入居者の故意、過失により損傷し

   部分の修繕



	
	   外  部  、外  構

 （入居者の責任負担）


	 ・入居者と高齢者向けできる場合の破損、

 汚損の  修繕



	 (7)・住宅の維持及び管理に

   関すること


	   　排　水　管  　

     （共  益  費）


	 ・屋内、屋外排水管の清掃



	
	電気、水道料等

     （共  益  費）


	 ・共同使用の電気、水道、ガスの使用料

 ・共同灯の電管球の取り替え



	
	     外部設備

     （共  益  費）


	 ・浄化槽、受水槽等共同施設の保守点検



	
	そ     の    他

（共  益  費）


	 ・じん芥等雑廃品の処理

 ・共用部分及び共同施設の清掃

 ・敷地内の道路、樹木、花壇、芝生、砂場

   児童遊戯施設等の手入れ

 ・昇降機施設の運営

 ・その他共用部分及び共同施設運営



	 (8) その他かながわパート

ナーハウジングの管理 
    に必要な事項


	 ・巡回点検            ・入居者との連絡通知、折衝

 ・トラブルの処理業務  ・官公庁への報告代行

 ・その他




第９号様式別表２  認定事業者が行う維持、修繕

  （入居者が行う部分修繕や部分品の取替え等を除いた全部。ただし、入居者の故意又は過失による破損を除く）

	区          分
	内                            容

	   建  物  本  体


	 ・屋根、外壁、階段、バルコニー、鉄部等の修繕、塗装

 ・網戸、雨戸、雨樋類の修繕及び交換



	   内  部  設  備


	· 浴室設備機器、給湯設備機器、厨房設備機器、トイレ　　

設備、ガス漏れ警報機の設置及び交換



	   給  排  水  管


	 ・屋内、屋外給排水管類の破損修繕及び改修



	   外          構


	 ・外柵、門扉類の塗装及び破損修繕

 ・石垣、土止めその他破損修繕



	   外  部  設  備


	· 浄化槽、受水槽、消化設備、テレビ共聴アンテナ等の

取替、修繕

 ・消火器その他備品の補充



	  法　定　点　検　等　


	· 昇降機、浄化槽、受水槽、消火器、火災報知器、避難器

具等の法定点検

 ・昇降機の保守点検



	   敷          地


	· 敷地内の道路（通路）、駐車場、自転車置場、物置、

ごみ置場、児童遊戯施設等の修繕

 ・住宅所有者の意志による植裁、芝生、花壇の手入れ、除草



	   天  災・地  変


	 ・地震、風水害等による建物の破損修繕



	   そ    の    他


	 ・上記の他、住宅の良好な管理に必要な維持管理




第11号様式（第11関係）

神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅に係る家賃設定(変更)協議書
      　　    年    月    日

  　　　　神奈川県知事            殿

                                        認定事業者

                                     住所又は所在地

                                   　氏名又は名称　                    
   神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅に係る家賃の設定（変更）について、神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第18の規定により、下記のとおり協議します。
	供給計画認定年月日及び認定番号
	

	高齢者向け優良賃貸住宅の名称
	

	高齢者向け優良賃貸住宅の所在地
	

	グ

ル

｜

プ
	階


	タイプ及び専有面積


	契約家賃(円)


	※

変更の理由



	
	
	住戸

番号
	住  戸

タイプ
	面  積 (㎡)
	現      行
	※変    更
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	 合 計


	
	戸 

	・


	
	
	

	          　 別紙１「近傍賃貸住宅状況報告書」及び別紙２「限度額家賃計算書」を添付

 備    考  　して下さい。




※変更の場合に記載して下さい。

第11号様式（別紙１）
近傍賃貸住宅状況報告書

	賃貸住宅の名称


	

	賃貸住宅の所在地


	

	賃貸住宅の築造年月
	　　年   月


	賃貸住宅の構造


	

	 賃貸住宅の規模等　

	住戸タイプ


	専有床面積　


	戸    数


	月額家賃
	敷    金


	共益費等



	
	
	
	
	単  価
	
	

	
	
	           ・


	
	
	
	

	
	
	           ・


	
	
	
	

	
	
	           ・


	
	
	
	

	立  地


	最寄駅


	線 

	最寄駅からの

所要時間

	 徒歩圏の場合  徒歩  分



	
	
	駅 

	
	 バス圏の場合  バス  分(・バス停から徒歩分)



	
	 ※




  注１  ※欄は現地の写真等を添付してください。

  注２  必要に応じて家賃算出根拠資料を添付して下さい。

第11号様式(別紙２)
限度額家賃計算書

	積        算        項        目


	金    額   (円)



	 (イ) 高齢者向け優良賃貸住宅の建設に要した費用（当該費用のうち

    地方公共団体の補助に係る部分を除く。）を期間35年、利率９％

    で毎月元利均等に償還するものとして算出した額


	

	 (ロ) 高齢者向け優良賃貸住宅の建設に要した費用（昇降機設置工事

    費、暖房設備設置工事費、冷房設備設置工事費、浴室及び風呂釜

    の設置工事費並びに特殊基礎工事費を除く。）1.4/1000を乗じて

    得た額


	

	 (ハ) 高齢者向け優良賃貸住宅について、昇降機、暖房設備、冷房設

    備、給湯設備又は浴槽及び風呂釜を設置した場合においては、当

    該設備の工事費に、次に掲げる率を乗じて得た額（１から３に掲

  げる工事費にあっては、当該額に当該設備の保守に要する費用の月

  割額を加えた額）

 １昇降機設置工事費        １.５/1000

 ２暖房設備設置工事費      １.５/1000

 ３冷房設備設置工事費      １.５/1000

 ４給湯設備設置工事費      15.４/1000

 ５浴槽及び風呂釜の

   設置工事費              10.８/1000


	

	 (ニ) 高齢者向け優良賃貸住宅の災害による損害を補填するための損

    害保険又は損害保険に代わるべき火災共済に要する費用の月割額


	

	 (ホ) 高齢者向け優良賃貸住宅の建設のため通常必要な土地又は借地

    権を取得する場合に通常必要と認められる価額に５/1200・を乗じ

    て得た額（当該住宅について、地代を必要とする場合においては

    当該額に、当該地代の月割額と借地契約に係る土地の価格に

    ６/1200を乗じて得た額のいずれか低い額を加えた額）


	

	 (へ) 高齢者向け優良賃貸住宅又はその敷地に租税その他の公課が賦

    課される場合においては賦課される額の月割額


	

	 (ト)  (イ）から（ヘ）までの合計額に２/100を乗じて得た額


	

	合        計        額


	


第12号様式（第11第３関係）

                                                                        住計第 　　　   号

                                                                        　　     年  月  日
      認定事業者・管理者

     住所又は所在地

     氏名又は名称　              様
                    　　　　　　　                            神奈川県知事

神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅に係る家賃決定通知書
　　　　　　　　年　月　日付けで協議のありました神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅に係る家賃設定協議については、神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第１８の規定に基づき、下記のとおり家賃を決定することを承認します。
	 　住宅の名称


	

	 　住宅の所在地


	

	 　戸　　数


	

	   予定家賃


	

	 　

 　現行家賃及び

変更理由


	


 第13号様式（第13関係）

神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅入居者公募届出書

    　　  年  月  日

　　　神奈川県知事　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　

　　神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第２１の規定により入居者の公募を行いたいので、関係書類を添えて届出ます。
	供給計画認定年月日及び認定番号


	

	高齢者向け優良賃貸住宅の名称


	

	高齢者向け優良賃貸住宅の所在地


	

	グ

ル

Ｉ

プ


	階


	タイプ別の専有面積


	契約家賃（円）


	限度額家賃（円）


	敷　金　（円）



	
	
	住戸

番号


	住　戸

タイプ


	住戸専有面積

（・／戸）


	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計


	
	戸 


	 平均

・／戸


	
	
	

	 　入居者の資格


	

	 　入居の申込み期間及び場所


	

	 　入居者の選定方法


	

	 　備　　　　考


	


第14号様式（第21第２項関係）

入居者決定報告書
    　　    年    月    日

    　神奈川県知事            殿
                                              管理者

                                         所 在 地

                                         名    称                      
     神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度実施要領第21第２項の規定により  年  　月募集の入居者を決定したので、次のとおりその結果を報告します。
	対象団地名称

（認定事業者名）

	対象団地所在地


	対象戸数


	管理開始年月日



	
	
	
	

	 備    考    別紙「団地別入居者一覧表」を添付して下さい。




第14号様式(別紙)

団地別入居者一覧表

	管理者名


	


	対象団地名称


	
	募集年月


	  　　    年    月




	住戸

番号


	所得

区分

※
	住戸

専有

面積

・


	契  約

年月日


	入  居  者

氏        名


	世帯

人員


	収入金額

（円）


	契約家賃

（円）


	入 居 者

負 担 額


	備  考



	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※  所得区分は下記による。

        ・  収入分位10％以下

        ・  収入分位10％を越え15％以下

        ・  収入分位15％を越え20％以下

　　　　・  収入分位20％を越え25％以下

　　　　・  収入分位25％を越え32.5％以下

　　　　・  収入分位32.5％を越え40％以下

第15号様式（第22第１項関係）

賃　　貸　　借　　契　　約　　書
(1) 賃貸借の目的

	建

物

の

名

称

・

所

在

地


	名  称


	

	
	所在地


	

	
	建て方


	
	構  造


	
	   工事完了年



	
	
	
	
	
	               年

   大規模等を

   （    ）  年

     実    施



	
	
	
	
	地上    階建（地下    階建）


	

	
	
	
	 戸 数


	                     戸



	   住

   戸

   部

   分


	住戸番号
	　　　　号室


	間取り

	（      ）ＬＤＫ・ＤＫ・Ｋ／



	
	住    戸

専    有

面    積


	・



	
	設

備

等
	   台所

   水洗便所

   収納設備

   洗面設備

   浴室

   シャワー

   給湯設備

   ガスこんろ

   冷暖房設備


	有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無


	

	
	
	   使用可能電気容量

   ガス

   上水道

   下水道
	 （              ）アンペア

 有（都市ガス・プロパンガス）・無

 水道本管より直結・受水槽・井戸水

 公共下水道・浄化槽

	付属施設


	   駐車場

   自転車置場

   物置

   専用庭


	   含む・含まない

   含む・含まない

   含む・含まない

   含む・含まない


	

	   本件建物は、高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（以下、「高優賃要綱」という。)第4条の規定

 に基づき神奈川県知事の認定を受けた住宅であり、別紙供給計画に従い供給されるものである。




(2) 契約期間

	始期


	年      月      日から


	年        月間



	終期


	年      月      日まで


	


（3)入居日

	                                 年        月          日




(4) 賃料等

	賃料・共益費
	支払期限
	支払方法

	賃  料


	円 

	
	振り込み

又    は

持    参


	 振込先　

 金融機関名：

 預金：  普通・当座

 口座番号：

 口座名義人：



	共益費


	円 

	
	
	

	
	
	
	
	 持参先：



	敷  金


	賃料    か月相当分

　　　　　　　　円
	附属施設使用料


	

	   その他


	


(5)貸主及び管理人
	貸          主

(社名・代表者)


	 住所  〒

 氏名                              電話番号



	管    理    人

(社名・代表者)


	 住所  〒

 氏名                              電話番号




※貸主と建物所有者が異なる場合は、次の欄も記載すること

	建物の所有者

	 住所  〒

 氏名                              電話番号




(6)借主及び同居人

	
	借    主
	同  居  人

	氏      名


	
	                         合計    人



	緊急時の連絡先


	 住所  〒

 氏名                              電話番号

                                   借主との関係




（契約の締結）

第１条  貸主（以下、「甲」という。）及び借主（以下、「乙」という。）は、頭書(1)に記載する賃貸借の目的物（以下、「本物件」という。）について、以下の条項により賃貸借契約（以下、「本契約」という。）を締結した。

（契約期間）

第２条  契約期間は、頭書(2)に記載するとおりとする。

２  甲及び乙は、協議の上、本契約を更新することができる。

（入居日）

第３条  乙は、頭書(3)に記載する入居日までに本物件に入居しなければならない。

２  甲及び乙は、やむを得ない事情がある場合においては、協議の上、前項の期限を延長することができる。

（使用目的）

第４条  乙は、居住のみを目的として本物件を使用しなければならない。

（賃料）

第５条  乙は、頭書(4)の記載に従い、賃料を甲に支払わなければならない。

２  １か月に満たない期間の賃料は、日割り計算した額とする。

３  甲及び乙は、次の各号の一に該当する場合には、協議の上、賃料を改定することができる。

  一  土地又は建物に対する租税その他の負担の増減により賃料が不相当となった場合

  二  土地又は建物の価格の上昇又は低下その他の経済事情の変動により賃料が不相当になった場合

  三  近傍同種の建物の賃料に比較して賃料が不相当になった場合

（補助金交付の場合の乙の支払額）

第６条  甲は、法第15条第１項の規定に基づく神奈川県の補助を受けるために必要な書類が乙から提出され、神奈川県が乙の収入を認定し、乙の負担する額を定めた場合には、甲は、神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅共同施設等整備費補助金交付要綱（以下、この条において「交付要綱」という。）に定めるところにより、補助の申請手続きを行うものとする。

２  交付要領に基づき、神奈川県の補助金（以下、「補助金」という。）が甲に交付される場合においては、前条第１項の規定にかかわらず、乙が甲に支払うべき額は、頭書(4)に記載する賃料から当該補助金の額を控除した額とする。

３  前項の補助金の額は、交付要綱に定めるところにより神奈川県から甲及び乙に通知される額とする。

（共益費）

第７条  乙は、階段、廊下等の共用部分の維持管理に必要な光熱費、上下水道使用料、清掃費（以下この条において「維持管理費」という。）に充てるため、共益費を甲に支払うものとする。

２  前項の共益費は、頭書(4)の記載に従い、支払わなければならない。

３  １か月に満たない場合期間の共益費は、日割計算した額とする。

４  甲及び乙は、維持管理費の増減による共益費が不相当になったときは、協議の上、共益費を改定することができる。

（敷金）

第８条  乙は、本契約から生じる債務の担保として、頭書(4)に記載する敷金を甲に預け入れるものとする。

２  乙は、本物件を明け渡すまでの間、敷金をもって賃料、共益費その他の債務と相殺をすることができない。

３  甲は、本物件の明け渡しが合ったときは、遅滞なく、敷金の金額を無利息で乙に返還しなければならない。ただし、甲は、本物件の明け渡し時に、賃料の滞納、原状回復に要する費用の未払いその他の本契約から生じる乙の債務の不履行が存在する場合には、当該債務の額を敷金から差し引くことができる。

４  前項ただし書きの場合には、甲は敷金から差し引く債務の額の内訳を乙に明示しなければならない。

（禁止又は制限される行為）

第９条  乙は、本物件の全部又は、一部につき、賃借権を譲渡し、又は転貸してはならない。

２  乙は、甲の書面による承諾を得ることなく、本物件の増築、改築、移転、改造若しくは模様替又本物件の敷地内における工作物の設置を行ってはならない。

３  乙は、本契約の使用に当たり、別表第１に掲げる行為を行ってはならない。

４  乙は、本物件の使用に当たり、甲の書面による承諾を得ることなく、別表第２に掲げる行為を行ってはならない。

５  乙は、本物件の使用に当たり、別表第３に掲げる行為を行う場合には、甲に通知しなければならない。

（修繕）

第10条  甲は、別表第４に掲げる修繕を除き、乙が本物件を使用するために必要な修繕を行わなければならない。この場合においては、乙の故意又は過失により必要になった修繕に要する費用は、乙が負担しなければならない。

２  前項の規定に基づき甲が修繕を行う場合は、甲は、あらかじめ、その旨を乙に通知しなければならない。この場合において、乙は、正当な理由がある場合を除き、当該修繕の実施を拒否することができない。

３  乙は、甲の承認を得ることなく、別表第４に掲げる修繕を自らの負担において行うことができる。

（契約の解除）

第11条  甲は、乙が次に掲げる義務に違反した場合においては、甲が相当の期間を定めて当該義務の履行を催告したにもかかわらず、その期間内に当該義務が履行されないときは、本契約を解除することができる。

  一  第５条第１項に規定する賃料支払義務

  二  第７条第２項に規定する共益費支払義務

  三  前条第１項後段に規定する費用負担義務

２  甲は、乙が次に掲げる義務に違反した場合においては、当該義務違反により本契約を継続することが困難であると認められるに至ったときは、本契約を解除することができる。

  一  第４条に規定する本物件の使用目的遵守義務

  二  第９条各項に規定する義務

  三  その他本契約書に規定する乙の義務

３  甲は、乙が別紙供給計画に規定する入居者の資格に該当しないにもかかわらず資格を偽って入居したことが判明した場合には、直ちに本契約を解除するものとし、この解除に対し、乙は、異議の申立てを行うことができない。

（乙からの契約）

第12条  乙は、甲に対して少なくとも30日前に解約の申入れを行うことにより、本契約を解除することができる。

２  前項の規定にかかわらず、乙は、解約申入れの日から30日分の賃料（本契約の解約後の賃料相当額を含む。）を甲に支払うことにより、解約申入れの日から起算して30日を経過する日までの間、随時に本契約を解除することができる。

（明渡し）

第13条  乙は、本契約が終了する日までに（第11条の規定に基づき本契約が解除された場合にあっては、直ちに）、本物件を明け渡さなければならない。この場合において、乙は、通常の使用に伴い生じた本物件の損耗を除き、本物件を原状回復しなければならない。

２  乙は、前項前段の明渡しをするときには、明渡し日を事前に甲に通知しなければならない。

３  甲及び乙は、第１項後段の規定に基づき乙が行う原状回復の内容及び方法について協議するものとする。

（立入り）

第14条  甲は、本物件の防火、本物件の構造の保全その他の本物件の管理上特に必要があるときは、あらかじめ乙の承諾を得て、本物件内に立ち入ることができる。

２  乙は、正当な理由がある場合を除き、前項の規定に基づく甲の立入りを拒否することができない。                                                      

３  本契約終了後において本物件を賃借しようとする者又は本物件を譲り受けようとする者が下見を　するときは、甲又は下見をする者は、あらかじめ乙の承諾を得て、本物件内に立ち入ることができ　る。

４  甲は、火災による延焼を防止する必要がある場合その他の緊急の必要がある場合においては、あらかじめ乙の承諾を得ることなく、本物件内に立ち入ることができる。この場合において、甲は、乙の不在時に立ち入ったときは、立ち入り後その旨を乙に通知しなければならない。

（補助金不交付の場合の乙の支払額）

第15条  甲が第６条第１項に規定する補助の申請手続きを怠り、又は、適正に行わなかったことにより、補助金が交付されないこととなった場合には、第５条第１項の規定にかかわらず、乙は、頭書(4)、に記載する賃料の額から、甲が申請手続きを怠らず又は適正に行っていたならば交付されるべき補助金の額を差し引いた額を甲に支払えば足りる。ただし、乙の責に帰すべき事由がある場合においては、この限りでない。

２  甲が法第11条の規定に基づき供給計画の認定を取り消されたことにより補助金が交付されなくなった場合には、乙は、頭書(4)に記載する賃料の額から、当該供給計画の認定が取り消されていなければ交付されるべき補助金額の額を差し引いた額を甲に支払えば足りる。

（法の遵守）

第16条  甲又は乙は、法及び高齢者向け優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律第13条第１項に定める額を超えない範囲において、賃料の改定を行うこと。

  一  近傍同種の住宅の賃料の額と均衡を失わない範囲で、かつ、法第13条第１項に定める額を超えない範囲において、賃料の改定を行うこと。

  二  賃料及び賃料の３か月分を越えない額の敷金を受領することを除くほか、権利金、謝金等の金品を受領し、その他乙の不当な負担となることを賃貸の条件としないこと。ただし、共益費については、この限りではない。

（連帯保証人）

第17条  連帯保証人は、乙と連帯して、本契約から生じる乙の債務を負担するものとする。

（協議）

第18条  甲及び乙は、本契約書に定めがない事項及び本契約書の条項の解釈については、疑義が生じた場合は、民法その他の法令及び慣行に従い、誠意をもって協議し、解決するものとする。

（特約条項）

第19条  本契約の特約については、下記のとおりとする。

別表第１

	 一　鉄砲、刀剣又は爆発性、発火性を有する危険な物品等を製造又は保管すること。

	 二　大型の金庫その他の重量の大きな物品を搬入し、又は備え付けること。

	 三　排水管を腐食されるおそれのある液体を流すこと。

	 四　大音量でテレビ、ステレオ等の操作、ピアノ等の演奏を行うこと。

	 五　猛獣、毒蛇等の明らかに近隣に迷惑をかける動物を飼育すること。

	

	


  別表第２

	 一　階段、廊下等の共用部分に物品を置くこと。

	 二　階段、廊下等の共用部分に看板、ポスター等の広告物を掲示すること。

	 三　観賞用の小鳥、魚等であって明らかに近隣に迷惑をかけるおそれのない動物以外の犬、猫等の動物（別表第１第五号に掲げる動物を除く。）を飼育すること。

	

	


  別表３

	 一　頭書(6)に記載する同居人に新たな同居人を追加（出生を除く。）すること。

	 二　１か月以上継続して本物件を留守にすること。

	

	


  別表第４

	畳表の取替え、裏返し

	障子紙の張替え

	襖紙の張替え

	電球、蛍光灯の取替え

	ヒューズの取替え

	給水栓の取替え

	その他費用が軽微な修繕


第16号様式（第26関係）

高齢者向け優良賃貸住宅の用途の終了協議書
    　　    年    月    日

    神奈川県知事                      殿
                                                認定事業者
                                          住所又は所在地

                                          氏名又は名称　                
   神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第34の規定により高齢者向け優良賃貸住宅の用途が終了するので、関係書類を添えて協議いたします。
	供給計画認定年月日及び認定番号

	

	高齢者向け優良賃貸住宅の名称

	

	高齢者向け優良賃貸住宅の所在地

	

	管理の期間

	

	用途終了の原因

	

	備考

	


      注  用途終了の原因を証する書面等を添付してください。

第17号様式（第27関係）

　　　　  年度神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅管理状況報告書
    　　 　 年    月    日

    　神奈川県知事                      殿

                                            管理者

                                      住所又は所在地

                                      氏名又は名称　                   
    神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅供給事業制度要綱第35の規定により  年度の神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅の管理状況について関係図書を添えて報告します。
          １  神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅管理状況報告総括表　別紙１

          ２  神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅入居状況報告書　　　別紙２

          ３  神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅入居事務取扱状況　　別紙３

第17号様式(別紙１)

　　　  年度神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅管理状況報告総括
	                   供給方式

   区    分　　　　            　


	管理受託


	借上


	計


	備          考



	   前年度末現在管理戸数


	戸 

	戸 

	戸


	

	   本年度新規管理戸数　


	戸 

	戸 

	戸


	

	本年度処分戸数


	譲      渡


	戸 

	戸 

	戸


	

	
	用途廃止


	戸 

	戸 

	戸


	

	
	滅      失


	戸 

	戸 

	戸


	

	   　戸数増減        　


	戸 

	戸 

	戸


	

	   　本年度末管理戸数　


	戸 

	戸 

	戸


	


    注意    毎年３月末日現在の戸数を記入すること。

第17号様式(別紙２)

 　　 年度 神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅入居状況報告書
	団  地  名
	管理

戸数
	入居

戸数
	空家

戸数
	家  賃

補助を

行わな

い戸数
	年間

入居

戸数
	年間

退去

戸数
	備    考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	計

	
	
	
	
	
	
	


    注意

    １  毎年度３月末現在で作成すること

    ２  年間入居戸数及び年間退去戸数の欄には、当該年度の間（４月１日から３月

末日）にそれぞれ入居、退去した延べ戸数を記入すること。
第17号様式(別紙３)

    年度 神奈川県高齢者向け優良賃貸住宅入居事務取扱状況

	団  地  名


	新築

空家

戸数


	建設

年度


	年間

募集

戸数


	年間

応募

戸数


	応募

倍率


	備    考



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計


	新    築


	
	
	
	
	

	
	空    家


	
	
	
	
	


      注意  当該年度の間（４月１日から３月末日）に行った募集について、延べ戸数で記入し、応募倍率が、１．０に満たない場合には、その理由を備考欄に記入すること。
38

